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（目的） 

第１条 この条例は、草津市自治体基本条例（平成２３年草津市条例第１１号。以下「基

本条例」という。）第２８条に規定する住民投票の実施に関し、必要な事項を定める

ことにより、住民の市政への参加を推進し、もって自治の確立を図ることを目的とす

る。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条例は草津市自治体基本条例（平成２３年草津市条例第１１号。以下「基本条

例」という。）第２８条第４項の規定に基づき、市政に関する重要事項について、

住民に直接意思を確認するための住民投票に係る基本的事項を定めることによ

り、住民の市政への参加を推進し、もって自治の確立に資することを目的として

制定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本条例においては、住民投票の実施に必要な要件や手続など基本的な事項を定め

ています。 

 

住民投票制度とは 

○ 住民投票とは、住民の代表である議会や市長が、市政の重要な事項について決定

するうえで、住民の意思を直接確認する必要が生じたときや、住民自身が自らの

意思を表明することにより、議会や市長の決定に住民の意思を反映させようとす

るときに実施するもので、地方自治の基本である間接民主制を補完し、重要な政

策の決定や実施にかかわる議論を活性化する仕組みであり、この制度を通じて、

住民の市政参加を促進し、より安定性の高い政策実行が期待できます。 

【自治体基本条例】 

第２８条 市長は、市政に関する重要事項について、直接、住民（本市の区

域内に住所を有する者で別に条例で定める要件を備えるものをいう。以下

同じ。）の意思を確認するため、法律に定める以外の住民投票（以下この条

および次条において「住民投票」という。）を実施することができる。 

 ２ 市長は、一定数以上の住民から住民投票の実施の請求があったときは、

住民投票を実施しなければならない。 

 ３ 市長は、一定数以上の議員から住民投票の実施の提案が議会で行われ、

その議決があったときは、住民投票を実施しなければならない。 

 ４ 前３項に定めるもののほか、住民投票に関して必要な事項は、別に条例

で定める。 
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○ 現行の地方自治制度は、間接民主制を基礎に置き、市政への住民の意思の反映に

ついては、選挙で選ばれた議会や市長が中心的な役割を担っていますが、一つ一

つの政策については、議会や市長と意見を異にする場合もあります。また、選挙

の時には争点となっていなかった重大な問題が起こることもあります。そのよう

なときには、多くの住民の意思を直接、議会や市長に届けるために、住民投票は

有用な方法の一つです。 

 

本条例の意義とは 

○ 地方自治法の直接請求制度として、住民の意思を直接確認する必要が生じた場合

に、議員や市長の提案または住民の直接請求（有権者の５０分の１以上の者の連

署をもって市長に対して行う）により、その都度議会の議決を経て、特定の政策

課題についての住民投票条例を制定する「個別型」の制度がありますが、本市で

は、迅速的に対応できる「常設型」の住民投票制度を設けることとしたものであ

り、その具体的な手続を定めたものが、この住民投票条例です。 
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（市政に関する重要事項） 

第２条 住民投票に付すことができる市政に関する重要事項（以下「重要事項」という。）

は、市全体に重大な影響を与え、または与える可能性のある事項で、住民に直接意思

を確認する必要があるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、重要事項は、次に掲げる事項すべてに該当するものでな

ければならない。 

(1) 市および住民全体に利害関係を有していること。 

(2) 住民の間または住民、議会もしくは市長の間に重大な意見の相違があること。 

(3) 住民の間または住民、議会もしくは市長の間で、事項についての議論が熟し、

議論としての最終段階であること。 

３ 前２項に定めるもののほか、既に住民投票に付された事項または議会もしくは市長

その他の執行機関により意思決定が行われた事項にあっては、改めて住民に直接その

意思を確認することが必要とされる特別な事情が認められるものでなければならな

い。 

４ 前３項の規定にかかわらず、次に掲げる事項は、重要事項としない。 

(1) 特定の個人または団体の権利等を不当に侵害するおそれのある事項 

(2) 専ら特定の住民または団体および特定の地域にのみ関係する事項 

(3) 市の組織・人事・財務に関する事項 

(4) 法令の規定に基づいて住民投票を行うことができる事項 

(5) 市の権限に属さない事項 

(6) 地方税の賦課徴収ならびに分担金、使用料および手数料の徴収に関する条例の

制定または改廃 

(7) 前各号に定めるもののほか、住民投票に付すことが適当でないと明らかに認め

られる事項 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票の対象となる市政に関する重要事項について定めています。 

○ 基本条例第２８条では、「市長は、市政に関する重要事項について、直接、住民の

意思を確認するため、法律に定める以外の住民投票を実施することができる。」と

規定しています。 

○ 住民投票の対象となる具体的事項は、あらかじめ例示することは困難であること

から、本条では、住民投票に付すことができる事項についての必要要件を定めて

います。 

○ また、住民投票に付すことが適当でない事項についても定めています。 
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第１項関係 

○ 本項では、住民投票に付することができる市政に関する重要事項について、「(1)

市全体に重大な影響を与え、または与える可能性のある事項」、「(2)住民に直接意

思を確認する必要があるものであること」の２つの要件を満たす必要があること

を定めています。 

○ これらの要件に該当するか否かについては、対象となる事案を取り巻くさまざま

な状況や事情を総合的に勘案し、判断される必要があります。 

第２項関係 

○ 重要事項は前項に定める要件および、次の３つの条件のすべてに該当するもので

なければ、住民投票に付すことができないものとしています。 

①重要事項が、市および住民全体に利害関係を有していること 

②住民の間または住民、議会もしくは市長の間に重大な意見の相違があること 

③住民の間または住民、議会もしくは市長の間で、事項についての議論が熟し、

議論としての最終段階であること 

○ なお、「住民の間または住民、議会もしくは市長の間に重大な意見の相違があるこ

と」については、①一般質問などの議会における審議の状況、②住民からの請願・

陳情の状況、③マスコミ報道等の状況などを踏まえて確認することになります。 

第３項関係 

○ 住民投票制度が間接民主制を補完するための制度である点を踏まえ、既に住民投

票に付された事項または議会もしくは市長その他の執行機関により意思決定が行

われた事項については、改めて住民に直接その意思を確認することが必要とされ

る特別な事情が認められるものでなければ住民投票に付すことができないことと

したものです。 

※特別な事情が認められる例 

・景気変動等による財政状況の大きな変化 

・対象事案に係る国の制度等の大幅な変更 

・時間的経過や他の事業への代替等に伴う再検証の必要性  など 

第４項関係 

○ 対象となる事案の性格上、住民投票に付すことが適当でないものは、各号に掲げ

るとおり、対象事項から除外することとしています。 

第１号関係 

○ 特定の個人や団体に関することや、公共施設の利用を制限することなどについて

住民投票を実施した場合、利害関係の違いから公平な投票結果を得られないおそ

れがあるため、除外事項としています。 

第２号関係 

○ 住民投票は、全市域の住民を対象として実施されるものであることから、その影
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響が特定の地域に限られるような事項については、前号と同様、利害関係の違い

から公平な投票結果を得られないおそれがあるため、除外事項としています。 

○ 例えば、特定の学校の統廃合に関する事項については、専ら学区内に居住する住

民の利便性や教育環境の問題であるならば、対象から除外されることになります

が、その問題が全市的な学校統廃合の問題に波及するものであるならば、一律に

除外されるものではありません。 

第３号関係 

○ 市の組織編成や人事、予算編成や支出命令等の財務に関するものについては、決

定した政策をいかに効率的かつ効果的に、そして確実に執行するかという長の執

行権の前提になるものであり、それらが政策判断の要素を含まない純然たる内部

管理の事項は住民投票に適さないため、除外事項としています。 

第４号関係 

○ 「市町村の合併の特例等に関する法律（平成１６年法律第５９号）」に基づく合併

協議会設置協議を求める住民投票や、市長の解職または議会の解散などを求める

投票などについては、すでに法律上に住民投票を行える制度が用意されており、

これらについては法令の規定に基づいて住民投票が実施されることが適当である

ため、除外事項としています。 

第５号関係 

○ 住民投票条例は、本市の制度であることから、市の権限に属さない事項を対象に

することは、住民投票になじまないものと考えられることから、徐外事項として

います。市に権限がないものについて住民投票を行ったとしても、議会や市長は、

その結果を尊重した意思決定を行うことができません。例えば「日本国憲法の改

正」や「日米安全保障条約」など本来的に外交や防衛等については国の権限で行

うものであって、市の権限に属するものではないので除外します。 

第６号関係 

○ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に規定されている直接請求の対象から除

外されている地方税の賦課徴収ならびに分担金、使用料および手数料の徴収に関

する条例の制定または改廃について、これらは地方公共団体存立の根幹にかかわ

るものとして、大局的な見地から代議制のもとで判断されるべきものであると考

えられることから、除外事項としています。 

第７号関係 

○ 住民投票に付することが適当でない事項であるか否かについては、第１号から第

６号に掲げられた項目以外に、現時点では想定されない事由により除外すること

が適当な場合も考えられることから、このような概括的な項目を設けています。

これに該当するには、第１号から第６号までに掲げられた除外事項と同等の合理

的理由を有する必要があります。 
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（発議または請求等） 

第３条 本市の議会の議員および長の選挙権を有する者（以下「選挙権を有する者」と

いう。）は、規則で定めるところにより、その総数の６分の１以上の者の連署をもって、

その代表者（以下「代表者」という。）から、市長に対し、住民投票の実施を請求する

ことができる。 

２ 前項の請求があったときは、市長は直ちに請求の要旨を公表しなければならない。 

３ 第１項の選挙権を有する者とは、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２２

条の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において選挙人名簿に登録されている

者とする。 

４ 選挙権を有する者のうち次に掲げるものは、代表者となり、または代表者であるこ

とができない。 

 (1) 公職選挙法第２７条第１項の規定により選挙人名簿に同項の表示をされている

者 

 (2) 前項の選挙人名簿の登録が行われた日以後に公職選挙法第２８条の規定により

選挙人名簿から抹消された者 

 (3) 草津市の選挙管理委員会の委員または職員 

５ 議会は、住民投票を発議する場合は、議員の定数の１２分の１以上の者の賛成をも

って議案を提出し、出席議員の過半数の議決をもって、市長に対し、その実施を請求す

ることができる。 

６ 市長は、自ら住民投票を発議し、その実施を決定することができる。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、基本条例第２８条の規定に基づき、住民、議会、市長の三者が発議で

きることおよびそれぞれの発議に係る要件等を定めています。 

第１項関係 

○ 基本条例第２８条第２項では、「市長は、一定数以上の住民から住民投票の実施の

請求があったときは、住民投票を実施しなければならない。」と規定しています。 

○ 現行法体系のなかにあって、住民投票制度自体が、間接民主制を補完するもので

あることに鑑みると、選挙で選出された議員と市長からなる地方自治制度のもと、

住民投票自体も地方自治制度の見地から検討されるべきものであるとの考え方が

合理的です。このため、市長に対して住民投票の請求権を有する者は、公職選挙

法上の選挙権を持つ者とします。 

○ このことから、地方自治法第７６条に規定されている市長等の解職（リコール）

請求に必要な公職選挙法上の選挙権を持つ者の３分の１以上の署名数では、住民

の意思を直接確認するための制度として住民投票制度を設ける意味がなくなり、
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また、地方自治法第７４条に規定されている条例の制定改廃請求等に必要な公職

選挙法上の選挙権を持つ者の５０分の１以上の署名数では条件が低すぎ、さらに、

あまりに少ない署名数で住民投票を行うことができるとすれば、住民にその案件

についての議論や認識の深まりがないままに住民投票が実施されてしまうという

懸念もあります。このため、その範囲内（５０分の１から３分の１の間）で定め

ることが適切です。 

○ 「市町村の合併の特例に関する法律」においては、住民が合併について話し合う

協議会の設置を請求し議会がこれを否決した場合、公職選挙法上の選挙権を持つ

者の６分の１以上の署名をもって、協議会設置の是非を問う住民投票を請求でき

ることになっていることから、住民投票の請求に必要な署名数として、同法にお

ける合併協議会設置請求に必要な署名数と同様、公職選挙法上の選挙権を持つ者

の６分の１以上とすることが合理的であるとしています。 

☛ 住民投票実施の請求は、選挙管理委員会が署名簿を請求代表者に返付をした日か

ら５日以内に、「住民投票実施請求書」に署名簿を添付して行うこととします。なお、

その場合に、有効署名の総数が公職選挙法上の選挙権を持つ者の６分の１に達しな

いときや署名簿の返付を受けてから５日を超えて請求を行ったときは、市長は却下

するものとします。（施行規則第３条参照） 

第２項関係 

○ 住民投票の実施の請求があったときは、市長は直ちに請求の要旨を公表しなけれ

ばならないこととしています。 

第３項関係 

○ 第１項の選挙権を有する者とは、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２

２条の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において当該選挙人名簿に登録

されている者とします。 

第４項関係 

○ 公職選挙法上の選挙権を持つ者でも、選挙権の欠格事由に該当する者または草津

市の選挙管理委員会の委員または職員については、請求代表者たりえないことと

しています。 

第５項関係 

○ 議会の発議要件については、提案要件として、地方自治法第１１２条の規定の議

員による議案提出の際の基準と同様の議員定数の１２分の１以上とし、議決要件

として、出席議員の過半数の賛成による議決を経て、市長に対して住民投票の実

施を請求することができることとしています。 

第６項関係 

○ 市長は選挙で選出された独任制の機関であり、自らの意思で住民投票を発議し、

その実施を決定することができるとしています。 
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（設問の形式等） 

第４条 前条第１項の規定による代表者の請求、同条第５項の規定による請求および同

条第６項の決定による住民投票に係る事項は、二者択一で賛否を問う形式のものと

し、かつ、住民が容易に内容を理解できる設問としなければならない。ただし、市長

が必要と認めたときは、３以上の選択肢から一つを選択する形式によることができ

る。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票の際の設問の形式等を定めています。 

○ 住民投票制度は、住民に直接意思を確認し、その結果を踏まえ議会や市長が意思

決定を行っていくことを目的とした制度であるので、投票結果にさまざまな解釈

の余地が生じないように、各主体からの発議または請求に当たっては、容易に理

解できる設問内容で、かつ、適切な設問形式にする必要があります。 

○ また、住民投票を行う段階では、賛成か反対かの意見が拮抗している状態である

ことが考えられることから、投票の設問形式については、二者択一方式を基本と

しています。 

○ ただし、将来的にどのような内容のものが対象となるか想定できないことや、賛

否だけを問う二者択一方式では住民意思を確認するのに適切でないケースも想定

されること、また過去に他自治体で行われた住民投票で二者択一以外の方法が用

いられた例もあることから、３以上の選択肢から一つを選択する方法によること

も可能としています。 

○ 二者択一以外の方法の例として、市町村合併の場合に、①合併反対、②Ａ市と合

併すべき、③Ｂ市と合併すべきなどの選択肢が設けられることが想定されます。 

○ 住民発議の場合において、設問や選択肢については、設定の仕方によって恣意的

な投票結果を導く可能性も考えられることから、投票資格者にとって分かりやす

く、恣意性を排除した公平・公正な設問や選択肢を設定する必要があります。  

このため、市長は、設問や選択肢の妥当性について必要があると認めたときは、

草津市住民投票審議会の意見を聴取することとします。 
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（実施の請求等） 

第５条 代表者となろうとする者は、市長に対し、規則で定めるところにより、住民投

票に付そうとする事項およびその趣旨を記載した住民投票趣意書（以下「趣意書」と

いう。）を添付して、請求代表者証明書の交付を申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、趣意書に記載された住民投

票に付そうとされる事項が重要事項であることおよび前条に規定する形式等に該当

することならびに代表者となろうとする者が選挙権を有する者であることおよび第

３条第４項に掲げる者でないことを確認したときは、速やかに代表者に請求代表者証

明書を交付するとともに、その旨を告示しなければならない。 

３ 市長は、請求代表者証明書を交付するか否かを決定する場合において、必要がある

と認めたときは、草津市住民投票審議会に諮問し、その意見を聴取することができる。 

４ 市長は、請求代表者証明書を交付しないと決定した場合は、その理由を代表者に通

知するとともに、その旨を公表しなければならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票の実施にかかる申請や交付に関する手続等について定めてい

ます。 

○ 代表者となろうとする者が、発議の主宰者として住民投票実施の請求に向けた署

名収集などの手続を進めるに当たっては、市長から「請求代表者証明書」の交付

を受け、その旨を告示される必要があります。 

第１項関係 

○ 代表者になるためには、「住民投票趣意書」に住民投票に付そうとする事項およ

びその趣旨を記載し、市長に対し、「請求代表者証明書」の交付申請を行う必要が

あります。 

☛ 代表者となろうとする者は、「住民投票趣意書」を添付した「請求代表者証明書交

付申請書」により、市長に対して「請求代表者証明書」の交付申請を行うことにな

ります。（施行規則第４条参照） 

第２項関係 

○ 市長は、第１項の規定による申請に基づき、住民投票に付そうとされる事項が第

２条に規定される重要事項であること、前条に規定する形式に該当すること、代

表者となろうとする者が公職選挙法上の選挙権を持つ者であり第３条第４項の徐

外規定に該当する者ではないことが確認できたときは、代表者となろうとする者

に対して「請求代表者証明書」を交付し、その旨を告示することとしており、確

認ができなかったときは、申請を却下することとしています。 
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☛ 市長が「請求代表者証明書」を交付した後、代表者が第３条第４項の徐外規定に

該当する者であることが判明した場合は、直ちにその旨を告示することとしていま

す。（施行規則第４条参照） 

第３項関係 

○ 市長は、前項の規定により「請求代表者証明書」を交付するか否かを決定する場

合において、必要があると認めたときは、草津市住民投票審議会に諮問し、その

意見を聴取することができるものとしています。 

○ 草津市住民投票審議会は、住民投票に付そうとされる事項が第２条に規定する重

要事項であるかどうか、さらに、前条に規定する形式や設問の妥当性についても

検討することになります。また、請求内容が個人情報保護法などに抵触しないか

などの法的確認も併せて行うこととします。 

第４項関係 

○ 市長は、「請求代表者証明書」を交付しないと決定した場合は、その理由を代表者

となろうとする者に通知するとともに、その旨を公表することを義務付けたもの

です。 

 

 

（署名等の収集） 

第６条 代表者は、住民投票の実施の請求者の署名簿（以下「署名簿」という。）に趣

意書またはその写しおよび請求代表者証明書またはその写しを添付して、選挙権を有

する者に対し、署名等（署名し、印を押すことに併せ、署名年月日、住所および生年

月日を記載することをいう。以下同じ。）を求めなければならない。 

２ 代表者は、本市の区域内で衆議院議員、参議院議員、滋賀県の議会の議員もしくは

知事または本市の議会の議員もしくは市長の選挙（以下「選挙」という。）が行われ

ることとなるときは、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第９２条第４項

に規定する期間、当該選挙が行われる区域内においては署名等を求めることができな

い。 

３ 署名等は、前条第２項の規定による告示の日から１月以内でなければこれを求める

ことができない。ただし、前項の規定により署名等を求めることができないこととな

った期間がある場合は、当該期間を除き、前条第２項の規定による告示の日から３１

日以内とする。 

４ 第１項に規定する署名に関する手続等は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第７４条第７項から第９項までおよび第７４条の３第１項から第３項までの規定の

例によるものとする。 
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＜解説＞ 

○ 本条では、代表者が行う住民投票の実施請求のために必要となる署名収集の方法

等について定めています。 

第１項関係 

○ 「署名簿」には、「住民投票趣意書（写しでも可）」と「請求代表者証明書（写し

でも可）」を添付することが必要となります。また、署名収集は公職選挙法上の選

挙権を持つ者に対して、①署名、②押印、③署名年月日、④住所、⑤生年月日の

記載を求め、署名については、代筆署名が認められる場合を除いて、必ず自署し

なければならないこととしたものです。 

☛ 代表者は、公職選挙法上の選挙権を持つ者に署名等の収集を委任することができ

ます。委任を受けた者は、「住民投票趣意書（写しでも可）」、「請求代表者証明書（写

しでも可）」と「住民投票実施請求署名収集委任状」を添付した「署名簿」を用いる

こととなります。なお、代表者は署名等の収集を委任したときは、直ちに「住民投

票実施請求のための署名収集委任届出書」を市長および選挙管理委員会に届け出る

必要があります。（施行規則第５条参照） 

第２項関係 

○ 地方自治法上の直接請求制度では、選挙制度と直接請求のための署名収集行為と

を時間的に切り離すことによって、それぞれの制度の適正な運用を期そうとする

趣旨から、本市内や本市を包括する区域内で地方選挙や国政選挙が行われるとき

は、一定期間、当該区域内では署名収集を禁止しており、本市の住民投票制度で

もこれに準じることとしているものです。 

第３項関係 

○ 地方自治法上の直接請求制度では、市町村の場合、署名収集期間が１月以内とさ

れており、それに準じて、本市の署名収集期間も１月以内（３１日以内）として

います。 

第４項関係 

○ 署名に関する手続等は地方自治法の規定の例によるものとすることを規定したも

のです。 
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（署名簿の提出等） 

第７条 署名簿に署名等をした者（以下「署名者」という。）の総数が公職選挙法第２

２条の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において選挙人名簿に登録されて

いる者の総数の６分の１以上となったときは、代表者は、前条第３項の規定による期

間満了の日の翌日から５日以内に署名簿（署名簿が２冊以上に分かれているときは、

これらを一括したもの）を市長に提出し、署名者が、選挙人名簿に登録された者であ

ることの証明を求めなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による署名簿の提出を受けた場合において、署名者の総数が公

職選挙法第２２条の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において選挙人名簿

に登録されている者の総数の６分の１に満たないことが明らかであるとき、または同

項に規定する期間を経過しているときは、当該提出を却下しなければならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、「署名簿」に署名等をした者の数が必要署名者数以上になったときの

署名審査のための「署名簿」の提出などを規定するとともに、必要署名者数に満

たないとき等の却下について定めています。 

第１項関係 

○ 代表者は、署名収集が終了し、署名者数が必要署名者数に達したときは、選挙管

理委員会に対して、「署名簿」に署名等をした者が選挙人名簿に登録された者で

あることの証明を求める必要があります。証明を求める際には、「署名簿」が２

冊以上に分かれているときはこれを一括した上で、選挙管理委員会に「署名簿」

を提出しなければならないとしています。 

○ また、「署名簿」の整理等に要する時間を考慮して、「署名簿」の提出までに５

日間の猶予を設けています。これは「署名簿」提出の期間の終期を定めたもので

あり、署名収集の期間満了前であっても、請求代表者の判断で「署名簿」を提出

することは差し支えありません。なお、提出期間の終期である５日目が市の休日

（土日、祝日および１２月２９日から１月３日）に当たるときは、草津市の休日

を定める条例（平成２年草津市条例第２号）第２条の規定により、その翌日が「署

名簿」の提出期限となります。 

☛ 「署名簿」に署名し印を押した者は、代表者が「署名簿」を市長に提出するまで

の間は、代表者を通じて、「署名簿」の署名および印を取り消すことができます。

（施行規則第６条参照） 
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第２項関係 

○ 選挙管理委員会は、次に該当するときは、「署名簿」の提出を却下しなければな

りません。 

(1) 署名簿に署名等をした者の数が必要署名者数に満たないことが明らかであ

るとき 

(2) 署名簿の提出期間を経過しているとき 

 

 

 

（署名等の審査等） 

第８条 市長は、前条第１項の規定により署名等の証明を求められたときは、その日か

ら２０日以内に審査を行い、署名等の効力を決定し、署名者が選挙人名簿に登録され

た者であることを証明しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による署名等の証明が終了したときは、その日から７日間、そ

の指定した場所において署名簿を関係人の縦覧に供さなければならない。 

３ 前項の署名簿の縦覧の期間および場所については、市長は、あらかじめこれを告示

し、かつ、公衆の見やすい方法によりこれを公表しなければならない。 

４ 署名簿の署名等に関し異議があるときは、関係人は、第２項の規定による縦覧期間

内に市長にこれを申し出ることができる。 

５ 市長は、前項の規定による異議の申出を受けた場合においては、その申出を受けた

日から１４日以内にこれを決定しなければならない。この場合において、その申出を

正当であると決定したときは、直ちに第１項の規定による証明を修正し、その旨を申

出人および関係人に通知し、併せてこれを告示し、その申出を正当でないと決定した

ときは、直ちにその旨を申出人に通知しなければならない。 

６ 市長は、第２項に規定する縦覧期間内に関係人の異議の申出がないとき、または前

項の規定によるすべての異議についての決定をしたときは、その旨および有効な署名

者の総数を告示するとともに、署名簿を請求代表者に返付しなければならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、選挙管理委員会に提出された「署名簿」の署名等の審査方法、審査後

の「署名簿」の縦覧およびそれに関する異議の申出、有効署名数の告示などにつ

いて定めています。 

第１項関係 

○ 選挙管理委員会は、請求代表者から「署名簿」が提出され、署名等の証明を求め

られたときは、署名等をした者が選挙人名簿に登録されている者かどうかについ

て審査を行い、署名等の効力を決定し、印をもって有効、無効である旨の証明を
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しなければならないとしています。 

☛ なお、署名の効力の決定に関し、関係人の出頭や証言を求めた内容や無効と決定

した署名についての決定の内容など必要な事項を「署名審査録」に記載し、署名の

効力が確定するまでの間、保存することとしています。（施行規則第５条参照） 

第２項関係 

○ 「署名簿」の縦覧は、署名の効力の未確定な「署名簿」を関係人の縦覧に供し、

署名の効力を確定させることを目的としています。 

○ 関係人とは、「署名簿」の署名等の効力に関して直接利害関係を有する者をいいま

すが、直接利害関係を有するか否かは縦覧の結果初めて明らかになるものである

ことから、選挙人名簿に登録されるべき者全員が関係人ということになります。 

○ 選挙管理委員会は、署名等の証明が終了したときは、選挙管理委員会が指定した

場所において、７日間（土日、祝日等を含む。）、「署名簿」を縦覧に供することと

しています。 

第３項関係 

○ 縦覧の期間と場所については、選挙管理委員会があらかじめ告示することとして

います。 

第４項関係 

○ 縦覧に付された「署名簿」の署名等の効力に関し異議のある者は、第２項に規定

する縦覧期間内に、異議の申出の趣旨や理由等を記した文書をもって、選挙管理

委員会に対し、異議の申出を行うことができるとしています。したがって、口頭

による申出は認められません。異議の申出ができるのは、「署名簿」の署名等につ

いてであり、署名自体に関することはもちろん、署名を求める手続等の瑕疵を内

容とする署名に関する事項や「署名簿」そのものの効力を争う場合も含まれます。 

第５項関係 

○ 選挙管理委員会が異議の申出を受けたときは、その日から１４日以内にその異議

に対する決定を行わなければならないとしています。 

☛ 申出を正当であると決定したときは、直ちに第１項の規定による証明を修正し、

その旨を申出人と関係人に通知し、告示することとしています。また、その修正が

異議の決定に基づく旨や異議の申出人の氏名、異議の決定の年月日を「署名簿」に

附記するとともに、「署名審査録」に修正の内容を記載することとしています。（施

行規則第５条参照） 

第６項関係 

○ 選挙管理委員会は、縦覧期間内に異議の申出がないとき、またはすべての異議に

対する決定を行ったときは、その旨および有効署名数を告示し、請求代表者に署

名簿を返付しなければならないとしています。 

☛ 「署名簿」の末尾に署名総数ならびに有効署名数および無効署名数を記載し、有 
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効署名数などを告示し、請求代表者に「署名簿」を返付しなければならないとして

います。（施行規則第５条参照） 

  

 

（住民投票の実施） 

第９条 市長は、第３条第１項の規定による代表者の請求または同条第５項の規定によ

る請求があったときは、請求の日から起算して５日以内に、住民投票を実施するか否

かを決定し、その旨を代表者または議会の議長ならびに選挙管理委員会に通知しなけ

ればならない。 

２ 市長は、第３条第６項の決定をしたときは、その旨を選挙管理委員会に通知しなけ

ればならない。 

３ 市長は、第１項の規定により住民投票の実施を決定したとき、または第３条第６項

の決定をしたときは、直ちにその旨を告示しなければならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票実施の際の手続等について定めています。 

第１項関係 

○ 基本条例第２８条において、「市長は、住民投票を実施することができる」と規定

していることから住民投票の執行者は市長になります。市長は、住民発議および

議会発議により住民投票の実施を決定したときは、請求の日から起算して５日以

内に、その旨を選挙管理委員会と、住民発議の場合は代表者に、議会発議の場合

は議会の議長に通知することを義務づけたものです。 

第２項関係 

○ 市長は、自ら住民投票を実施することを決定したときは、その旨を選挙管理委員

会に通知することを義務づけたものです。 

第３項関係 

○ 市長は、住民投票の実施を決定したときは、そのことを市民に広く周知するため

に、請求の趣旨等を付して実施の告示を行わなければならないこととしています。 
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（投票資格者） 

第１０条 住民投票の投票権を有する者（以下「投票資格者」という。）は、選挙権を

有する者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、公職選挙法第１１条第１項もしくは第２５２条、政治資

金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第２８条または地方公共団体の議会の議員及

び長の選挙に係る電磁的記録式投票機を用いて行う投票方法等の特例に関する法律

（平成１３年法律第１４７号）第１７条第１項から第３項までの規定により選挙権を

有しない者は、住民投票の投票権を有しない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票の投票資格者について定めています。 

第１項関係 

○ 住民投票の投票資格者は公職選挙法第９条第２項に規定する選挙権を有する者と

します。 

○ 公職選挙法第９条において、選挙権に「３箇月以上」の住所要件が設けられてい

るのは、「その団体の住民として選挙に参与するためには、少なくとも一定期間

をそこに住み、地縁的関係も深く、かつ、ある程度団体内の事情にも通じている

ことが必要である」ことが理由とされていますが、本条例においても、この考え

に準じて市内における在住の要件を「３箇月以上」としているものです。 

 

住民投票の投票権を有する者は、選挙権を有する者とする考え方について 

・ 地方公共団体の団体意思の決定に間接的に関与する住民投票資格者と公職の

代表を選挙する選挙権者が異なることは、法制度として一貫性を欠くことに

なり、住民参加の制度として、なぜ両者の投票資格者が異なるのか合理的な

説明が困難です。 

・ 住民投票制度は、地方自治の基本である間接民主制を補完するための市民参

加制度の一つとして位置付けられるものであることから、住民投票制度は、

あくまでも二元代表制を前提とし、その枠組みの中で実施されるべきである

と考えます。 

・ 住民投票の投票資格者を、選挙権を有する者より拡大した場合、選挙権を有

しない者の意思がそれを有する者の決定を（住民投票により）覆すことにな

る可能性があります。 

・ 住民投票の投票資格が選挙権と同一でない場合に、住民投票の対象事案が選

挙においても争点となったとき、双方の投票結果が異なるものになると混乱
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を生じることから、住民投票制度の安定性、信頼性を確保する必要がありま

す。このため、住民投票の投票資格と選挙権を一致させることとしています。 

・ 住民投票とは、自治体の重要な政策について、住民の意思を市政に反映させ

ることです。その観点からすると、政治的な判断ができる資格を持つ者とし

て、現状では、現行法として整備されている公職選挙法に基づくことが合理

的であると考えます。 

・ 「幅広い層の住民の意見を聴く」という理由により、投票資格者に未成年者

を含めるという考え方もありますが、上記の理由により合理的ではありませ

ん。住民投票は、直接の政治判断を行わせることであり、「意見を聴く」こ

ととは性質が異なるからです。「意見を聴く」ことが求められる場合は、例

えばアンケート等、他の手法を考慮することでよいと考えられます。 

第２項関係 

○ 前項の要件を満たす者であっても、選挙権の欠格事由に該当する者については、

投票資格者から除くこととしています。 

 

  

 

（投票資格者名簿の調製等） 

第１１条 市長は、住民投票が行われる場合においては、規則で定めるところにより、

投票資格者名簿（第１３条第２項の規定による告示の日の前日（同条第１項ただし書

の規定により住民投票の期日を変更する場合にあっては、市長が定める日）現在（投

票資格者の年齢については、住民投票の期日現在）の投票資格者を登録した名簿をい

う。以下同じ。）を調製しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により投票資格者名簿の調製をした日後、当該調製の際に投票

資格者名簿に登録される資格を有し、かつ、引き続きその資格を有する者が投票資格

者名簿に登録されていないことを知った場合には、その者を直ちに投票資格者名簿に

登録し、その旨を告示しなければならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、投票に当たって、投票資格者の範囲を確定するための投票資格者名簿

の調製の方法等について定めています。 

第１項関係 

○ 選挙管理委員会は、投票資格者名簿を調製しなければならないとしています。こ

の投票資格者名簿が、住民投票の請求をしたり、投票をしたりすることのもとに

なります。ここに定める記載事項は、投票資格者本人であることを確認し得る最

小限の情報です。 
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☛ なお、投票資格者名簿は選挙人名簿によって代えるものとします。（施行規則第７

条参照） 

第２項関係 

○ 選挙管理委員会は、前項の名簿を調製した日後、当該調製の際に投票資格者名簿

に登録されるべき投票資格者であることを知った場合には、その者が投票できる

よう、速やかに投票資格者名簿に登録し、その旨を告示しなければならないとし

ています。 

☛ 選挙管理委員会は、投票資格者名簿に登録されている者が、公職選挙法等の規定

により選挙権を有しなくなったことを知った場合や市内に住所を有しなくなったこ

とを知った場合には、直ちに投票資格者名簿にその旨を表示しなければならないと

しています。 

また、投票資格者名簿に登録されている者の記載内容に変更があったことや誤り

があることを知った場合には、直ちにその記載内容の修正などを行い、公職選挙法

上の選挙権を有しなくなった場合には、直ちに投票資格者名簿から抹消しなければ

ならないとしています。（施行規則第７条参照） 

 

 

（情報の提供） 

第１２条 市長は、住民投票を実施するときは、当該住民投票に関する必要な情報を本

市の広報紙への掲載その他適当な方法により提供しなければならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票に関する必要な情報の提供について定めています。 

○ 住民投票の対象事項についての具体的な情報を持つのは市長であり、選挙管理委

員会は自ら情報を持たないため、情報提供は市長が行うものとします。 

○ 住民投票は市政に関する重要事項について、住民に直接その意思を問う仕組みで

あることから、住民の投票行動を促すためには、住民が政策案を理解するための

情報を得ることが必要不可欠であり、争点や論点を明らかにしながら住民の間で

十分な議論を重ねた上で住民投票が実施されるべきです。このため、市長は、住

民投票を実施する際、必要な情報を広報、ホームページ等を活用して、広く住民

に提供することを義務付けるものです。 

○ 住民投票の執行者である市長には、中立的な立場が求められます。自ら情報提供

をするだけでなく、例えば、賛成派、反対派が自由に意見を言える場を設けるこ

となども考えられます。 
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（住民投票の期日） 

第１３条 市長は、第９条第１項または第２項の規定による通知があった日から起算し

て９０日を超えない範囲内において住民投票の期日（以下「投票日」という。）を定

めなければならない。 ただし、当該投票日に選挙が行われるときその他市長が特に

必要があると認めるときは、投票日を変更することができる。 

２ 市長は、前項の規定により定めた投票日を、当該投票日の７日前までに告示しなけ

ればならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票を実施する期日について定めています。 

第１項関係 

○ 住民投票の投票日は、住民投票の実施を決定し、その告示をした日から起算して

９０日までの間に設定することとします。 

その理由は、次のとおりです。 

ア 投票所の開設準備、投票資格者名簿の調製、投・開票事務従事者の確保、

住民投票の啓発、投票用紙等の印刷、開票機材等の準備には、最低必要期間

として３０～４０日間が必要となるなど、投票の実施までの事務的な準備期

間が必要であること。 

イ 投票資格者に対する周知を十分に行う必要があること。 

ウ 投票の期日までの期間が長過ぎると、投票資格者の投票への関心が薄れる

ことが懸念されること。 

○ そのほか、公職選挙法においては、一時的に有権者になることを目的とする転入

を防ぐため、投票の期日までに３箇月以上住所を有するという要件を課している

ことから、それと同様に、９０日を超えない範囲で住民投票を実施する必要があ

るとしています。 

○ なお、住民投票を公職選挙法に基づく選挙（国政選挙または地方選挙）と同日に

実施した場合、選挙の結果に影響を及ぼす懸念があり、また、投票に際して重要

な情報源となる住民の投票運動ができなくなるなどの課題があることから、これ

らを考慮したうえで、投票日を決定することとしています。 

第２項関係 

○ 選挙管理委員会は、前項の規定により定めた投票日を、政令指定都市以外の市の

議会の議員および長の選挙と同じように当該投票日の７日前までに告示すること

としたものです。 
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（投票所） 

第１４条 投票所および第１７条に規定する期日前投票の投票所（以下「期日前投票所」

という。）は、市長が指定した場所に設けるものとする。 

２ 市長は、投票所については投票日の５日前までに、期日前投票所については前条第

２項の規定による告示日にその場所を告示しなければならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票の際の投票所について定めています。 

第１項関係 

○ 選挙管理委員会の指定する場所に投票所および期日前投票所を置くこととしてい

ます。 

☛ 投票区は、公職選挙法第１７条の規定により設けられた投票区とします。（施行規

則第８条参照） 

第２項関係 

○ 選挙管理委員会は、投票日の５日前までに投票所を告示し、期日前投票所につい

ては、投票日を告示する日にあわせて告示することとします。「５日前までに」と

いうのは、公職選挙法の規定による選挙の投票日の告示と同じものです。 

 

 

 

（投票することができない者） 

第１５条 投票資格者名簿に登録されていない者は、投票をすることができない。  

２ 住民投票の当日（第１７条の期日前投票の投票にあっては、当該投票の当日）、投

票資格者でない者は、投票をすることができない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票にあたり、投票することができない者について定めています。 

第１項関係 

○ 第１０条に規定している投票資格者であれば投票資格者名簿に登録されるため投

票することができます。投票資格者名簿に登録されていない者は、投票をするこ

とができません。ただし、第１１条第 2 項に規定しているように当然、登録すべ

き要件が具備されていながら、登録されていない者は、補正登録を行い、その旨

を告示します。 
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第２項関係 

○ 適法に投票資格者名簿に登録されていても、投票の当日に投票資格を有しない者

については投票できないことの実質的要件を規定しています。例えば、投票資格

者名簿に登載されていても、投票の当日に市外に転出している者などは投票する

ことができないことになります。また、他の法律により、公民権を停止された者

（公職選挙法第１１条第１項第１号～第３号に該当）も投票できません。 

 

 

 

（投票の方法） 

第１６条 住民投票の投票は、１人１票の投票とし、秘密投票とする。 

２ 住民投票の投票を行う投票資格者（以下「投票人」という。）は、投票日の当日、

自ら投票所に行き、投票資格者名簿の抄本の対照を経て、投票をすることができる。 

３ 投票人は、投票用紙の選択肢から一つを選択し、所定の欄に自ら○の記号を記載し、

これを投票箱に入れなければならない。 

４ 身体の故障その他の理由により、自ら投票用紙に記載することができない投票人

は、代理投票をすることができる。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、投票人が投票を行う場合の基本的な投票の方法などについて定めてい

ます。 

○ 投票方法については、公明性・適正性の観点に基づき、公職選挙法に基づく通常

の選挙と同様の投票方法を基本とします。 

第１項関係 

○ 住民投票は、投票によって住民の意思を確認する制度ですが、その投票の数につ

いて、付議事項ごとに１人１票の平等の原則によるものであることを明らかにし

ています。秘密投票については、憲法第１５条第４項で、「すべて選挙における

投票の秘密は、これを侵してはならない。」と規定しています。 

第２項関係 

○ 第１７条に定める不在者投票の場合を除き、原則として、①投票日（期日前投票

を含む。）の当日に投票しなければならないこと、②本人が自ら投票所に行き投

票しなければならないこと、③投票資格者名簿の抄本との対照を経て投票をしな

ければならないこと、について定めています。 

○ 「自ら投票所に行き」とは、本人投票主義とともに投票所投票主義を明らかにし

たもので、秘密投票の趣旨を貫き、投票の公正を確保しようとするものでありま

す。 
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第３項関係 

○ 投票の記載方法および投函の方法について定めたものであって、投票の自書主義

および秘密投票主義の原則を明らかにしています。 

○ 投票の記載方法については、日本国憲法の改正手続に関する法律（平成１９年法

律第５１号）における投票用紙の記載方法と同じく、市長が定めた様式の投票用

紙に印刷された欄内に○の記号を付ける方法を採用しています。記載方法を簡単

にすることにより、無効投票の減少や開票作業時間の短縮も期待できます。 

第４項関係 

○ 身体の故障その他の理由による代理投票が可能な旨を規定しています。選挙の方

法は、秘密投票主義の建前から選挙人自ら投票用紙に記載することが原則とされ

ていますが、身体の故障や字が読めないことなどにより自書することができない

者は、選挙と同様に代理投票をすることができることとしています。 

☛ 代理投票や点字投票についての規定を施行規則第１４条および同第１５条に定め

ています。 

 

 

（期日前投票等） 

第１７条 投票人は、前条第２項の規定にかかわらず、規則で定めるところにより期日

前投票または不在者投票を行うことができる。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、投票の方法に関する原則を規定した前条の例外となる投票の方法につ

いて定めています。 

○ 職務や疾病などにより投票日に投票所へ行けない者や身体に重度の障害がある者

は投票日の前でも投票できるとする選挙における期日前投票と不在者投票の制度

を住民投票にも設けます。 

☛ 詳細は施行規則第１６条および同第１７条に定めています。 
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（無効投票） 

第１８条 次の各号のいずれかに該当する投票は、無効とする。 

(1) 所定の投票用紙を用いないもの 

(2) ○の記号以外の事項を記載したもの 

(3) ○の記号のほか、他事を記載したもの 

(4) ○の記号を投票用紙の複数の欄に記載したもの 

(5) ○の記号を投票用紙の選択肢のいずれに記載したかを確認し難いもの 

(6) 白紙投票 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、投票の形式的無効要因を例示的に列挙しています。 

○ 公職選挙法第６８条第１項における、衆参両議院議員の選挙以外の選挙の投票に

ついての無効投票の規定と同様、投票資格者が行った投票であること、適法な住

民投票の手続によったものであることおよび適法な投票所で行われたものである

ことの実質的な要件と、適法な投票用紙が使用されていることおよび適法な記載

であること等の形式的要件を備えていなければならないとしているものです。 

 

 

（投票運動） 

第１９条 住民投票に関する投票運動は、自由にこれを行うことができる。ただし、市

民の自由な意思が拘束され、または不当に干渉されるものであってはならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票に関する投票運動について定めています。 

○ 住民投票運動に際しては、公職選挙法の制限がないことおよび対象事項に対する

住民の理解を深め、住民同士の議論を活発にすることにより、住民の関心を高め

ることが必要であるため、基本的には自由に投票運動が行えるものとします。 

○ ただし、投票運動については、不正を排除し公正を確保することが必要であるた

め、罰則までは設けないものの、例えば、①金品、物品、供応接待などの買収、

②寄附などの特殊の直接利害関係を利用した投票の誘導、③暴行や脅迫、偽名等

による通信などによる住民投票運動の妨害行動など、投票資格者の自由な意思を

拘束するような行為や、市民の平穏な生活環境を侵害する行為を行ってはならな

いという倫理的な規定を置くものとします。 
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（住民投票の成立要件） 

第２０条 住民投票は、一つの事項について投票した者の総数が当該住民投票の投票資

格者数の２分の１に満たないときは、成立しないものとする。この場合においては、

開票作業その他の作業は行わない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票の成立要件について定めています。 

○ 基本条例では、住民投票の目的を「住民の意思を確認するため」と規定していま

す。一定の投票率に達しない場合、十分な民意を把握できないおそれがあり、ま

た、議会および市長は、「投票結果を尊重する」としている以上、一定の投票率が

確保されることが必要です。 

○ したがって、以下の理由から、住民投票の実施に伴い、一定の投票率として２分

の１に達しなかった場合に、住民投票自体が不成立になる旨の規定を設けること

としました。 

(1) 投票結果に一定の信頼性を確保できること。 

(2) 所定の投票率に満たなかったことは、民意がそこまで高まらなかったとみ

なすことができること。 

(3) 投票率が低い場合に、一部の住民の意見が議会や市長の意思決定に影響を

及ぼす可能性があり、特に、僅差の場合や、組織的な投票行動があるような

住民投票においては、その危険性が強いこと。 

(4) 重要事項についての住民投票であり、十分な民意を把握するためには、５

０％以上の投票率が必要であること。 

☛ 選挙管理委員会は、成立要件を満たしているかどうかを審査し、住民投票の成立

か不成立の決定をすることとし、成立しない場合は、開票作業その他の作業は行わ

ないものとします。（施行規則第２２条参照） 
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（投票結果の告示等） 

第２１条 市長は、前条の規定により住民投票が成立しなかったとき、または住民投票

が成立し、投票結果が確定したときは、直ちにこれを告示しなければならない。 

２ 市長は、第３条第１項の請求に係る住民投票について、前項の規定により告示した

ときは、その内容を直ちに請求代表者に通知しなければならない。 

３ 市長は、第３条第５項の請求に係る住民投票について、第１項の規定により告示し

たときは、その内容を直ちに議会の議長に通知しなければならない。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、投票の結果が判明したときの周知について定めています。 

第１項関係 

○ 市長は、住民投票が成立したか否かについて、また、成立した場合は投票結果を

広く住民に周知するために、直ちに告示することとしています。 

☛ 告示事項は、施行規則第２３条に定めており、住民投票に付された事項、投票者

総数、有効投票数、無効投票数などとなっています。 

第２項関係 

○ 市長は、住民発議の場合には、請求代表者に対して、投票の結果を通知すること

としています。 

第３項関係 

○ 市長は、議会発議の場合には、議会の議長に投票の結果を通知することとしてい

ます。 

 

 

 

（再請求の制限期間） 

第２２条 この条例による住民投票が実施された場合は、その結果が告示されてから２

年が経過するまでの間は、同一の事項または当該事項と同旨の事項について第３条第

１項の規定による請求を行うことができないものとする。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票の再請求の制限期間について定めています。 

○ 住民投票が実施された際の結果に関し、ある程度の時間の経過による社会の変化

がなければ、住民の意思は変わらないと考えられることから、同一事項および同
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旨の事項に対する再投票については、以下の理由で、時間的な制限を設けるべき

であるとしています。 

(1) 住民投票の対象となった事項に関し、状況や条件によほどの変化が生じな

い限り、一旦示された「住民の総意」が大きく変わるということは考えにく

いこと。 

(2) 住民投票の結果は尊重されるべきものであり、短期間に行われる再請求は

住民の総意を否定するものと考えられること。 

(3) 住民投票の実施に当たっては、多くの労力と費用が必要となるため、短期

間に住民投票が繰り返されると過大な財政的負担が生じてしまうこと。 

(4) 議会や市長が投票結果に対する尊重義務を果たすためには、事項について

熟慮し検討する時間が必要であること。 

○ 住民投票の実施後に、大きな社会状況の変化により、比較的短期間で住民の意向

が変化する場合が考えられます。しかし、住民投票は間接民主制を補完するもの

であり、議会や市長が、住民投票の結果も踏まえ、住民の意向を確認しながら、

そうした状況の変化に対応することが基本であり、直ちに住民投票を行う必要が

生じるものではないと考えます。 

○ 一方で、同一の事案について再度の投票を認めないとすると、その後の社会情勢

の変化に対応できないことになります。 

○ 以上から、投票結果の安定化を図りつつ、社会情勢の変化にも対応できるように

するために、議会の議員や市長の選挙が４年ごとに行われることから、少なくと

も２年経過すれば選挙の争点になりうるという点を考慮し、住民投票の再投票の

制限期間を２年間としています。 

 

 

（投票および開票） 

第２３条 前条までに定めるもののほか、住民投票の投票および開票に関しては、公職

選挙法、公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）、公職選挙法施行規則（昭和

２５年総理府令第１３号）および草津市公職選挙等執行規程（昭和５８年選管告示第

５５号）の規定の例による。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、投票および開票について定めています。 

○ 住民投票の手続等実務は選挙とほぼ同様であり、一部の事務については選挙管理

委員会に委任するため、具体的手続等は公職選挙法等に準じて行うのが効率的で

円滑な手段と考えられます。 

☛ 施行規則第９条から同第１２条および同第１８条から同第２１条参照 
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（審査請求） 

第２４条 請求代表者証明書の不交付の決定について行政不服審査法（平成２６年法律

第６８号）による審査請求があったときは、市長は、第５条第３項の規定により諮問

した場合を除き、草津市住民投票審議会に諮問しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による諮問に対する答申を受けたときは、これを尊重して、速

やかに当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 市長は、第１項の審査請求があったときは、行政不服審査法第９条第１項の規定に

基づく審理員の指名についてはこれを行わないものとする。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、「請求代表者証明書」の不交付の決定における審査請求について定めて

います。 

○ 審査請求・・・行政不服審査法で認められた不服申立て 

第１項関係 

○ 「請求代表者証明書」の不交付の決定について、審査請求があったときは、市長

は、草津市住民投票審議会に諮問することとします。ただし、既に、同審議会に

諮問し意見聴取している場合は、原則、諮問することはありません。ただし、市

長が必要であると判断する場合は、再度、諮問し意見聴取することも可能です。 

☛ 市長は、「住民投票審議会諮問通知書」により諮問を行うものとします。（施行

規則第２４条参照） 

第２項関係 

○ 市長は、前項の規定による諮問に対する答申を受けたときは、これを尊重して、

速やかに当該審査請求に対する裁決をしなければならないとしています。 

○ 裁決・・・審査請求または再審査請求に対する審査庁の最終的な応答 

☛ 「住民投票審議会答申通知書」により答申を行うものとします。（施行規則第２

４条参照） 

第３項関係 

〇 本条例第２４条第１項の審査請求があったときは、市長は、審理員の指名を行わな

いこととしています（本条例第５条第３号の規定による諮問をし、再度、草津市住

民投票審議会に諮問する場合も同様です。）。 

  審理員は、審査庁の審理の公正さを確保するために設置されるものでありますが、

草津市住民投票審議会は、弁護士や大学の教授で構成されており、公正な判断がで

きる能力を有する者による審査であることは明らかであると同時に、住民投票審議

会の所掌事務として、住民投票に付そうとされる事項が重要事項であるかどうか、
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設問の形式や内容が妥当かどうか、請求内容が個人情報保護法に抵触しないか、請

求者が選挙権を有するものかどうか、などの審査をしたうえで、請求代表者証明書

の交付が適当かどうかの意見を頂くことを予定していますので、事務の性質上、審

査庁に拘束されることなく、公正さが求められる審査が予定されています。 

  このことから、審理員の審理手続きを不要としております。 

〇 審理員・・・審理の公正性・透明性を高めるため、審査請求の審理を行う職員 

〇 審査庁・・・審査請求を受け、それに対する応答として裁決を行う行政庁 
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  審 査 請 求 の 手 続 の 流 れ   

請求代表者証明書の不交付決定 

審査請求 

 

なし 

市長が不要と判断した場合 

本条例第２４条第１項の

規定による草津市住民投

票審議会への諮問 

答申 

裁決 

本条例第５条第３項の規定による 

草津市住民投票審議会への諮問・意見聴取 

 

あり 

市長が必要と判断した場合 

草津市住民投票審議会への

諮問 

（本条例第２４条第１項の

解釈により、諮問をすること

は禁止されていない。） 

再度、草津市住民投票審議

会へ諮問する必要性があ

るか。 

草津市住民投票審議会に

諮問しない。 
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（審議会） 

第２５条 第５条第３項および前条第１項の諮問に応じて審議を行うため、草津市住民

投票審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会の委員の定数は、５人以内とし、学識経験を有する者のうちから市長が委嘱

する。 

３ 委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任されることを妨げない。 

４ 審議会に委員長および副委員長を置き、委員の互選により定める。 

５ 審議会は、第５条第３項の意見または第２４条第２項の答申を行うため必要がある

と認めるときは、職員その他関係者に対して、出席を求めて意見もしくは説明を聴き、

または必要な資料の提出を求めることができる。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

７ 前各項に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、第５条第３項および前条第１項の諮問に応じて審議を行うための草津

市住民投票審議会について定めています。 

○ 市長は、住民投票を実施することについて、必要があると認めた場合は、草津市

住民投票審議会に諮問し、意見を聴取することとしており、本条では、審議会の

委員構成等を規定しています。 

☛ 審議会の運営に関し必要な事項は施行規則第２５条に定めています。 

 

第三者機関である住民投票審議会の設置の意義 

○ 常設型の住民投票条例に基づき、住民投票を実施する場合は、住民投票の対象と

なる具体的事項をあらかじめ例示することは困難であることから、住民の請求代

表者が請求する案件の内容が「市政に関する重要事項」として住民投票の対象と

して適切か、あるいは、設問内容は適切か、さらには、個人情報保護やプライバ

シー侵害などの観点から法的に問題がないかなどについては、その都度、判断し

なければならず、法的見解や専門的知見が必要となるなど、慎重な判断が求めら

れます。 

○ このことから、住民投票制度の公正な運用を図るため、市長は、法律の専門家等

で構成された諮問機関としての第三者機関を設置し、必要があると認めたときは、

必要な事項を検討させ、住民投票を実施することについて最終的な意思決定をす

ることとします。 
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（結果の尊重） 

第２６条 市長および議会は、住民投票の結果を尊重するものとする。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、住民投票の結果についての取扱いについて定めています。 

○ 基本条例第２９条において、「市は、住民投票の結果を尊重するものとする。」

と定めていることから、市長および議会は、住民投票の結果を尊重するものとし

ています。 

○ 「尊重」とは、単に投票結果を参考とすることにとどまらず、投票結果を慎重に

検討し、これに十分な考慮を払いながら、議会と市長が意思決定を行っていくこ

とを表しています。 

 

 

（委任） 

第２７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 
 

 

＜解説＞ 

○ 本条では、この条例の実施の細目等について規則で定める旨を明記しています。 

 

 

付 則 

この条例は、平成２５年３月３１日から施行する。 

  付 則 

この条例は、平成２５年６月６日から施行する。 

  付 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

＜解説＞ 

○ この条例は、周知期間、準備期間を経て平成２５年３月３１日から施行します。 

○ 本条例において、地方自治法施行令の規定を引用していますが、同施行令の改正

により、署名収集委任届出書の廃止、指定都市における署名収集期間等の延長等

の改正が、平成２５年３月１日になされたことから、本条例を一部改正しました。 

○ 政令の改正内容が、地方自治法施行令第９２条第３項を削り、４項以降を繰り上
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げるものであったことから、それに伴い、本条例第６条第２項で引用している地

方自治法施行令「第９２条第５項」を「第９２条第４項」に改めました。 

○ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の改正により、不服申立て手続を「審

査請求」に一元化、審理員による審理手続・第三者機関への諮問手続の導入等の

改正が、平成２８年４月１日になされたことから、本条例を一部改正しました。 

○ 法改正に伴い、本条例第２４条の見出しを「不服申立て」から「審査請求」に改

め、同条第１項中の「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）」を「行政

不服審査法（平成２６年法律第６８号）」に、「不服申立て」を「審査請求」に

改め、同条第２項本文中の「不服申立て」を「審査請求」に、「決定」を「裁決」

に改めました。また、同条第３項に、「市長は、第１項の審査請求があったとき

は、行政不服審査法第９条第１項の規定に基づく審理員の指名についてはこれを

行わないものとする。」の１項を加えました。 
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発

議

者 

住 民 

請求代表者証明書の交付請求 ※ 

市  長 

却下（住民投票

の案件に該当し

ない場合） 

 

諮問 

（必要に応じて） 

 

事

前 

検

討 

草津市住民投票審議会による検討 

・市政の重要事項であるかの検討 

・設問や選択肢が適切であるかの検討 

・請求内容の法的確認 

代表者となろうとする者（選挙権を有する者） 

意見具申 

 市  長 

却 下 

署名収集(1 月以内) 

署名簿の提出 

署名等の審査等 

発

議 

・ 

要

件 

公職選挙法上の選挙権を有する者の

６分の１以上の連署 

議案提案 

定数の１２分の１以上 

議 決 

出席議員の過半数 

市長に請求 市長に請求 

市  長 

（住民と議会の請求の場合は、５日以内に住民投票の実施を決定） 

住民投票実施について選挙管理委員会への通知および告示 
・市長は、住民投票実施の決定を通知した日から９０日を超えない範囲内で住民投票の期日を定める 

・市長は、投票日を当該投票日の７日前までに告示 

・投票日に国政選挙または地方選挙が行われるときは投票日の変更が可能 

市から情報提供  ・広報紙への掲載その他適当な方法により情報提供 

投票運動 

 

住民投票の実施 
・投票資格者：公職選挙法上の選挙権を持つ者 

・投票方法 ：二者択一方式を基本とする 

・成立要件 ：投票資格者数の２分の１以上 

不成立 成立 

市 長 議 会 

請求代表者証明書の交付（署名開始） 

 

実 

 

施 

開票しない 結果を尊重（市長と議会） 

 
※ ２年間は同一事項、同旨の事項は請求不可（住民のみ） 

 

草 津 市 住 民 投 票 制 度 の 手 続 の 流 れ 
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草津市住民投票条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、草津市住民投票条例（平成２４年草津市条例第２０号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の定義は、条例の例による。 

（実施の請求） 

第３条 条例第３条第１項に規定する住民投票の実施の請求は、条例第８条第６項の規

定による署名簿の返付を受けた日から５日以内に、住民投票実施請求書（別記様式第

１号）に署名簿を添えて行わなければならない。 

２ 前項の請求があった場合において、住民投票の有効署名の総数が選挙権を有する者

の総数の６分の１の数に達しないとき、または前項の規定による期間を経過している

ときは、市長は、これを却下しなければならない。 

３ 第１項の請求があった場合において、その請求が適法な方式を欠いているときは、

３日以内の期間を定めてこれを補正させなければならない。 

（請求代表者証明書） 

第４条 条例第５条第１項の住民投票趣意書は、別記様式第２号によるものとする。 

２ 条例第５条第１項の規定による請求代表者証明書の交付の申請は、請求代表者証明

書交付申請書（別記様式第３号）により行うものとする。 

３ 条例第５条第２項の請求代表者証明書は、別記様式第４号によるものとする。 

４ 条例第５条第２項の請求代表者証明書を交付した市長は、代表者が条例第３条第４

項各号のいずれかに該当することを知ったときは、直ちにその旨を告示しなければな

らない。 

（署名簿および署名等） 

第５条 条例第６条第１項の署名簿は、別記様式第５号によるものとする。 

２ 代表者は、条例第６条第１項の規定により、住民投票の実施を請求することができ

る者に委任して、署名し印を押すことを求めることができる。この場合において、委

任を受けた者は、住民投票実施請求書またはその写し、請求代表者証明書またはその

写しおよび住民投票実施請求署名収集委任状（別記様式第６号）を付した署名簿を用

いなければならない。 

３ 市長は、条例第７条第１項の規定による署名簿の提出を受けた場合において、審査

の結果署名簿の署名の有効無効を決定するときは、印をもってその旨を証明しなけれ

ばならない。この場合において、同一人に係る２以上の有効署名および印があるとき

は、その１を有効と決定しなければならない。 

４ 市長は、署名審査録（別記様式第７号）を作製し、署名の効力の決定に関し、関係

人の出頭および証言を求めた次第ならびに無効と決定した署名についての決定の次
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第その他必要な事項をこれに記載し、署名簿の署名の効力の確定するまでの間、これ

を保存しなければならない。 

５ 市長は、条例第８条第５項後段の規定による証明の修正をする場合においては、そ

の修正が異議の決定に基く旨ならびに異議の申出人の氏名および異議の決定の年月

日を署名簿に付記するとともに、署名審査録にその修正の次第を記載しなければなら

ない。 

６ 市長は、条例第８条第６項の規定により署名簿を代表者に返付する場合においては、

当該署名簿の末尾に、署名し印を押した者の総数ならびに有効署名および無効署名の

総数を記載しなければならない。 

（署名等の取消） 

第６条 署名簿に署名し印を押した者は、代表者が条例第７条第１項の規定により署名

簿を選挙管理委員会に提出するまでの間は、代表者を通じて、署名簿の署名および印

を取り消すことができる。 

 （投票資格者名簿の調製等） 

第７条 市長は、投票資格者名簿に登録されている者が公職選挙法第１１条第１項もし

くは第２５２条もしくは政治資金規正法第２８条の規定により選挙権を有しなくな

ったことまたは市の区域内に住所を有しなくなったことを知った場合には、直ちに投

票資格者名簿にその旨の表示をしなければならない。 

２ 市長は、投票資格者名簿に登録されている者の記載内容に変更があったことまたは

誤りがあることを知った場合には、直ちにその記載の修正または訂正をしなければな

らない。 

３ 市長は、投票資格者名簿に登録されている者について次の場合に該当するに至った

ときは、これらの者を直ちに投票資格者名簿から抹消しなければならない。この場合

において、第３号の場合に該当するときは、その旨を告示しなければならない。 

(1) 死亡したことまたは日本の国籍を失ったことを知ったとき。 

(2) 第１項の表示をされた者が市の区域内に住所を有しなくなった日後４月を経過

するに至ったとき。 

(3) 登録の際に登録されるべきでなかったことを知ったとき。 

（投票区および開票区） 

第８条 住民投票の投票区は、公職選挙法第１７条の規定により設けられた投票区とす

る。 

２ 住民投票の開票区は、市の区域による。 

（投票管理者） 

第９条 住民投票の投票に関する事務を担任させるため、投票管理者を置く。 

２ 投票管理者は、投票資格者の中から市長の選任した者をもって、これに充てる。 

３ 投票管理者は、投票資格者でなくなったときは、その職を失う。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%8e%b5%8f%5c%8e%6c%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000007400200000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000007400200000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000007400200000005000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%8e%b5%8f%5c%8e%6c%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%98%5a%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000007400200000006000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000007400200000006000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000007400200000006000000000000000000
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（投票管理者の職務代理者および職務管掌者） 

第１０条 市長は、投票管理者に事故があり、または投票管理者が欠けた場合において、

その職務を代理すべき者を、投票資格者の中から、あらかじめ選任しておかなければ

ならない。 

２ 市長は、投票管理者およびその職務を代理すべき者に共に事故があり、またはこれ

らの者が共に欠けた場合においては、直ちに選挙管理委員または選挙管理委員会の書

記の中から、臨時に投票管理者の職務を管掌すべき者を選任しなければならない。 

（投票立会人） 

第１１条 市長は、各投票区における投票資格者名簿に登録された者（期日前投票にあ

っては、投票資格者）の中から、本人の承諾を得て、２人以上５人以下（期日前投票

にあっては、２人）の投票立会人を選任し、条例第１３条第１項の投票日（以下「投

票日」という。）の３日前まで（期日前投票にあっては、条例第１３条第２項の規定

により告示がなされた日）に、本人に通知しなければならない。 

２ 投票所（期日前投票にあっては、期日前投票所）において投票立会人が欠けた場合

は、投票管理者は、その投票区の投票資格者名簿に登録された者（期日前投票にあっ

ては、投票資格者）の中から、２人に達するまでの投票立会人を選任し、直ちにこれ

を本人に通知し、投票に立ち会わせなければならない。 

３ 投票立会人は、正当な理由がなければ、その職を辞することができない。 

（投票録） 

第１２条 投票管理者は、住民投票投票録（別記様式第８号）を作り、投票に関する次

第を記載し、投票立会人とともに、これに署名しなければならない。 

（投票用紙） 

第１３条 投票用紙（別記様式第９号）は、住民投票の当日(期日前投票にあっては、

第１６条の規定による投票の日)、投票所（期日前投票にあっては、期日前投票所）

において投票人に交付しなければならない。 

（代理投票） 

第１４条 条例第１６条第４項の規定による代理投票（以下「代理投票」という。）を

しようとする者は、投票管理者に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請があった場合においては、投票管理者は、投票立会人の意見

を聴いて、当該投票人の投票を補助すべき者２人をその承諾を得て定め、その１人に

投票の記載をする場所において投票用紙に当該投票人が指示する条例第１６条第３

項に規定する記載をさせ、他の１人をこれに立ち会わせなければならない。 

（点字投票） 

第１５条 盲人である投票人は、点字によって投票をしようとする場合においては、投

票管理者に対して、その旨を申し立てなければならない。この場合においては、投票

管理者は、点字投票である旨の表示をした投票用紙（別記様式第１０号）を交付しな
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ければならない。 

２ 住民投票に関する記載については、公職選挙法施行令で定める点字は、文字とみな

す。 

（期日前投票をすることができる投票人） 

第１６条 住民投票の当日に公職選挙法第４８条の２第１項各号に掲げる事由のいず

れかに該当すると見込まれる投票人の投票については、条例第１３条第２項の規定に

より告示がなされた日の翌日から住民投票の当日の前日までの間、期日前投票所にお

いて行わせることができる。 

（不在者投票をすることができる投票人） 

第１７条 前条に規定する投票人の投票については、前条の規定によるほか、不在者投

票管理者の管理する投票を記載する場所において、投票用紙に投票の記載をし、これ

を封筒に入れて不在者投票管理者に提出する方法により行わせることができる。 

２ 不在者投票管理者は、公職選挙法施行令第５５条第２項、第３項および第４項第２

号の規定の例により置く。この場合において、同条第２項および第４項第２号中「都

道府県の選挙管理委員会が指定する」とあるのは、「市長が指定する」とする。 

３ 投票人で公職選挙法第４９条第２項に規定する身体に重度の障害があるものの投

票については、前条および第１項の規定によるほか、その現存する場所において投票

用紙に投票の記載をし、これを公職選挙法第４９条第２項に規定する郵便等により送

付する方法により行わせることができる。 

（開票管理者） 

第１８条 住民投票の開票に関する事務を担任させるため、開票管理者を置く。 

２ 開票管理者は、投票資格者の中から市長の選任した者をもって、これに充てる。 

３ 開票管理者は、投票資格者でなくなったときは、その職を失う。 

（開票管理者の職務代理者および職務管掌者） 

第１９条 市長は、開票管理者に事故があり、または開票管理者が欠けた場合において、

その職務を代理すべき者を、投票資格者の中から、あらかじめ選任しておかなければ

ならない。 

２ 市長は、開票管理者およびその職務を代理すべき者に共に事故があり、またはこれ

らの者が共に欠けた場合においては、直ちに選挙管理委員または選挙管理委員会の書

記の中から、臨時に開票管理者の職務を管掌すべき者を選任しなければならない。 

（開票立会人） 

第２０条 開票立会人は、投票資格者の中から、本人の承諾を得て、３人以上１０人以

下の開票立会人を市長が選任する。 

２ 開票立会人が３人に達しないときまたは投票日の前日までに３人に達しなくなっ

たときは市長において、開票立会人が投票日以後に３人に達しなくなったときまたは

開票立会人で参会する者が開票所を開くべき時刻になっても３人に達しないときも
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しくはその後３人に達しなくなったときは開票管理者において、投票資格者の中から

３人に達するまでの開票立会人を選任し、直ちにこれを本人に通知し、開票に立ち合

わせなければならない。 

（開票録） 

第２１条 開票管理者は、住民投票開票録（別記様式第１１号）を作り、開票に関する

次第を記載し、開票立会人とともに、これに署名しなければならない。 

（住民投票の成立または不成立の決定等） 

第２２条 市長は、投票所が閉鎖されたときは、条例第２０条に規定する住民投票の成

立要件を満たしているかどうかを審査し、当該住民投票の成立または不成立の決定を

しなければならない。 

 （投票結果の告示記載事項） 

第２３条 条例第２１条第 1項に規定する告示は、次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

(1) 投票日 

(2) 住民投票に付された市政に関する重要事項 

(3) 投票日における投票資格者数 

(4) 投票者総数 

(5) 投票総数 

(6) 投票の成立または不成立 

(7) 有効投票数 

(8) 有効投票の内訳 

(9) 無効投票数 

(10) 無効投票の内訳 

(11) その他必要な事項 

 （審査請求） 

第２４条 条例第２４条第１項の規定による諮問は、住民投票審議会諮問通知書（別記

様式第１２号）により行うものとする。 

２ 条例第２４条第２項の規定による答申は、住民投票審議会答申通知書（別記様式第

１３号）により行うものとする。 

（審議会） 

第２５条 条例第２５条第４項に規定する審議会の委員長は、会務を総理し、審議会を

代表する。 

２ 委員長に事故あるとき、または委員長が不在のときは、副委員長が委員長の職務を

行う。 

３ 委員長および副委員長ともに事故あるとき、または不在のときは、あらかじめ指名

された委員が委員長の職務を行う。 
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４ 審議会の会議は、委員長が招集する。 

５ 審議会の会議の議長は、委員長をもって充てる。 

６ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

７ 審議会の会議の議事は出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決す

るところによる。 

８ 審議会の庶務は、総合政策部企画調整課において処理する。 

９ 前項までに定めるもののほか、審議会の運営および審議の手続等に関し必要な事項

は、委員長が審議会に諮って定める。 

（委任） 

第２６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

付 則 

 この規則は、平成２５年３月３１日から施行する。 

   付 則 

 この規則は、平成２５年７月８日から施行する。 

   付 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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別記 

様式第１号（第３条第１項関係） 

 

住 民 投 票 実 施 請 求 書 

 

年  月  日 

草津市長       

           住民投票実施請求代表者 

  住所 

    生年月日 

  性別 

               氏名            印 

 

草津市住民投票条例第３条第１項の規定に基づき、下記のとおり住民投票の実施を請

求します。 

記 

 

 １ 住民投票に付そうとする市政に関する重要事項 

 

   「                    」についての賛否を問う住民投票 

 

 ２ 請求の趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４１ 

 

様式第２号（第４条第１項関係） 

 

住 民 投 票 趣 意 書 

 

年  月  日 

 

草津市長 

 

        申請者 

       住所 

                    氏名            印 

 

 

記 

 

１ 住民投票に付そうとする市政に関する重要事項 

 

   「                    」についての賛否を問う住民投票 

 

 ２ 請求の趣旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４２ 

 

様式第３号（第４条第２項関係） 

 

請 求 代 表 者 証 明 書 交 付 申 請 書 

 

年  月  日 

 

草津市長 

 

        申請者 

       住所 

                    氏名            印 

 

 草津市住民投票条例第５条第１項の規定により、住民投票趣意書を添えて、下記のと

おり請求代表者証明書の交付を申請します。 

 

記 

 

１ 住民投票に付そうとする市政に関する重要事項 

 

   「                    」についての賛否を問う住民投票 

 

２ 住民投票実施請求代表者になろうとする者 

 

住所 

 

氏名              印 

 

生年月日 

 

 

 



４３ 

 

様式第４号（第４条第３項関係） 

 

請 求 代 表 者 証 明 書 

 

 

１ 住民投票に付そうとする市政に関する重要事項 

 

「                    」についての賛否を問う住民投票 

 

 

２ 住民投票実施請求代表者 

 

住所 

生年月日 

性別 

氏名 

 

 

上記の者は、住民投票実施請求代表者であることを証明します。 

 

 

年  月  日 

 

 

 

             草津市長            印



４４ 

 

様式第５号（第５条第１項関係） 

（表紙） 

  

年   月   日提出 

 

住 民 投 票 実 施 請 求 者 署 名 簿 

 

 

                        についての賛否を問う住民投票 

 

 



４５ 

 

  

審査用 
署名 

年月日 
住所 生年月日 氏名 印 

代筆をした場合の代筆者の住所、生年月

日、氏名および印 
備考 有効無 

効の印 
番号 

  
  年 

月 日 

草津市 
  年 

 月 日 
  

住所  

生年月日 

 

氏名 印 

  
   年 

月 日 

草津市 
   年 

月 日 
  

住所  

生年月日 

 

氏名 印 

  
   年 

月 日 

草津市 
   年 

月 日 
  

住所  

生年月日 

 

氏名 印 

  
   年 

月 日 

草津市 
   年 

月 日 
  

住所  

生年月日 

 

氏名 印 

  
   年 

月 日 

草津市 
   年 

月 日 
  

住所  

生年月日 

 

氏名 印 

署名等の審査が終了した後、草津市住民投票条例第８条第２項の規定により、この署名簿の縦覧を行います。



４６ 

 

様式第６号（第５条第２項関係） 

 

 

住民投票実施請求署名収集委任状 

 

 

１ 住民投票に付そうとする市政に関する重要事項 

 

「                    」についての賛否を問う住民投票 

 

 

２ 受任者 

 

  住所 

  生年月日 

  性別 

  氏名 

 

 

上記の者に対し、住民投票実施請求者署名簿に住民投票実施請求のための署名等を求

めることを委任する。 

 

年   月   日 

 

請求代表者 

 

                   住所 

                   生年月日 

                   性別 

氏名           印 

 

 

 

 

 

 



４７ 

 

様式第７号（第５条第４項関係） 

 

署 名 審 査 録 

 

１ 署名簿の受理      年   月   日 

            住民投票実施請求者署名簿（   冊） 

            請求代表者          （他   名） 

 

２ 署名審査開始      年   月   日 

 

３ 審査 

 

 

 

 

 

 

４ 審査終了        年   月   日 

 

５ 証明の修正 

 

 

 

 

６ 署名簿の返付      年   月   日 

 

署名簿の末尾の記載は、有効署名数 

無効署名数 

総数                 である。 

 

 上記は、住民投票実施請求者署名簿についての審査の次第である。 

 

 

年  月  日 

 

草津市長           印 



４８ 

 

様式第８号（第１２条関係） 

「              」についての賛否を問う住民投票 投票録 

年  月  日執行                   投票区（     ） 

１ 投票所開設場所  

２ 投票所の変更 
年 月 日 場所 事由 告示年月日 

    

３ 投票立会人 氏名 選任年月日 立会時間 参会時刻 辞職の時刻および理由 

(１) 選挙管理委員

会が選任した者 

     

     

     

     

     

(２) 投票管理者が

選任した者 

 （参会時刻）     時   分 

 （参会時刻）     時   分 

４ 投票所開閉時刻 
時  開始 

時  閉鎖 

投票箱の空虚を

確認した投票者 

  

５ 投票箱・投票録および投票資格者名簿を開

票管理者に送致するべき投票立会人 

氏    名 

 

６ 投票の状況 

男

女

別 

投票資

格者名

簿登録

者 

住民投票

の当日投

票資格者

である者 

投票者 

イ 

(ロ＋

ハ) 

投票所における投票者 不在者投票者 

総数 

ロ 

ロのうち仮

投票による

投票者 

総数 

ハ 

ハのうち不

受理の決定

を受けた者

の数 

ハのうち

拒否の決

定を受け

た者の数 

男         

女         

計         

項      目 内       容 

(１) 投票用紙再交付者 氏 名  再交付の事由  

(２) 不在者投票の用紙および封

筒を返還して投票した者 
氏 名 

 

(３) 点字により投票をした者 人 

(４) 代理投票 

投 票 人 補 助 者 

   

代理投票者数 人 

(５) 投票所閉鎖の時刻までに投

票管理者の受けた不在者投票 

不在者投票の受

理・不受理 

投票総数 受理と決定したもの 不受理と決定したもの 

票内 票 票 

不受理または拒否

の決定を受けた者 

不受理の決定を受けた者 代理投票の拒否の決定を受けた者 

氏名 氏名 

(６) 投票拒否の決定をした者 

 投票人の氏名 拒否の事由 仮投票の有無 

投票人不確認による投票の拒否    

代理投票の拒否    

７ 投票所事務従事者 
総 数 市選挙管理委員会書記 市の職員 その他の者 

人 人 人 人 

年  月  日調製       投票管理者（職）氏名 

我々は、この投票録の記載が真正であることを確認して、署名する。 

投票立会人  氏名 

投票立会人  氏名 



４９ 

 

様式第９号（第１３条関係） 

（その１） 

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 投票用紙の色は白色とし、印刷の文字は黒色とする。 

  

に
つ
い
て
の
住
民
投
票 

 
注
意 

  

一 
 
 
 
 
 

す
る
こ
と
に
賛
成
の
人
は
賛
成
の
欄
に
、 

反
対
の
人
は
反
対
の
欄
に
○
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。 

 

二 

○
の
ほ
か
は
何
も
書
か
な
い
で
く
だ
さ
い
。 

草 津 市 

選 挙 管 理 

委員会之印 

 

 

反 

対 

賛 

成 



５０ 

 

様式第９号（第１３条関係） 

（その２） 

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 投票用紙の色は白色とし、印刷の文字は黒色とする。 

  

に
つ
い
て
の
住
民
投
票 

 
注
意 

 

一 

選
択
肢
の
選
択
欄
に
○
を
一
つ
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。 

 

二 

○
の
ほ
か
は
何
も
書
か
な
い
で
く
だ
さ
い
。 

草 津 市 

選 挙 管 理 

委員会之印 

 

 

 

選
択
欄 

 

選 
択 

肢 

 



５１ 

 

様式第１０号（第１５条第１項関係） 

 

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 １ この表示は、投票用紙に印章を押しまたは印刷しておく方法によってしなければな

らない。 

 ２ 投票用紙の色は白色とし、印刷の文字は黒色とする。 

 

      

に
つ
い
て
の
住
民
投
票 

草 津 市 

選 挙 管 理 

委 員 会之 印 

 

点
字
投
票 
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様式第１１号（第２１条関係） 

  年   月   日 

「                 」についての賛否を問う住民投票 開票録 

１ 開票所開設場所  

２ 開票立会人 氏  名 参会または選任時刻 辞職の時刻および事由 

(１)選挙管理委員会が

選任した者 

   

   

   

   

   

(２)開票管理者が選任

した者 

   

   

３ 開票所の開閉時刻 年  月  日  時 分開始 年  月  日  時  分閉鎖 

４ 投票の状況 
投票者総数Ａ 投票資格者名簿登録者数Ｂ 投票率 Ａ／Ｂ 

   

５ 拒否の決定等を受

けた投票 
受理 

 
不受理 

 

６ 開票の状況  

(１) 投票の内訳 投票総数   票 有効投票   票 無効投票   票 無効投票率   ％ 

(２) 有効投票の内訳 記号投票          票 点字投票           票 

(３) 無効投票の内訳 

無 効 理 由 記号投票 点字投票 

１ 所定の投票用紙を用いないもの    票     票 

２ 

○の記号以外の事項を記載したもの（点字

投票にあっては、賛成または反対以外の事

項を記載したもの） 

   票     票 

３ 

○の記号のほか、他事を記載したもの（点

字投票にあっては、賛成または反対のほか、

他事を記載したもの） 

    票     票 

４ 

○の記号を投票用紙の選択肢のいずれにも

記載したもの（点字投票にあっては、賛成

および反対のいずれも記載したもの） 

    票     票 

５ 

○の記号を投票用紙の選択肢のいずれに記

載したかを確認し難いもの（点字投票にあ

っては、賛成または反対のいずれを記載し

たかを確認し難いもの） 

    票     票 

６ 白紙投票     票     票 

計     票     票 

７ 開票の結果 
賛   成 反   対 

              票              票 

８ 開票事務従事者 
総 数 市選挙管理委員会書記 市の職員 その他の者 

     人 人 人 人 

年  月  日調製  開票管理者 

我々は、この住民投票開票録の記載が真正であることを確認して、署名する。 

開票立会人 

開票立会人 



５３ 

 

様式第１２号（第２４条第１項関係） 

 

住民投票審議会諮問通知書 

 
第     号 
年  月  日 

 

  草津市住民投票審議会 

委員長            様 

 

草津市長          印 

 

 

 草津市住民投票条例第５条第４項の規定に基づく通知について、審査請求があったの

で、同条例第２４条第１項の規定に基づき、貴審議会の意見を求めます。 

 

住民投票条例第５条第４
項の規定に基づく通知日 

 
       年  月  日 
 

住民投票条例第５条第４
項の規定により交付しな
いと決定した理由 

 

審 査 請 求 が あ っ た 日 
 
       年  月  日 
 

審 査 請 求 の 内 容  

 



５４ 

 

様式第１３号（第２４条第２項関係） 

 

住民投票審議会答申通知書 

 
第     号 
年  月  日 

 

  草津市長             

 

草津市住民投票審議会 

委員長 

 

 

年 月 日付第  号で諮問のあったことについて、当審議会で慎重な審議を重ねた

結果、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５５ 

 

草津市選挙管理委員会に対する事務委任規則 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２の規定に基づき、草津

市住民投票条例（平成２４年草津市条例第２０号。以下「条例」という。）および草

津市住民投票条例施行規則（平成２５年草津市規則第１１号。以下「規則」という。）

に規定する次に掲げる市長の権限に属する事務を選挙管理委員会に委任する。 

(1) 署名関係 

ア 条例第７条第１項の規定による署名簿の受理に関すること。 

イ 条例第７条第２項の規定による署名簿の提出の却下に関すること。 

ウ 規則第５条第３項の規定による署名簿の署名の有効無効を印をもって証明

すること。 

エ 条例第８条第１項の規定による署名等の効力を決定および署名者が選挙人

名簿に登録された者であることの証明に関すること。 

オ 条例第８条第２項の規定による署名簿を関係人の縦覧に供することに関す

ること。 

カ 条例第８条第３項の規定による署名簿の縦覧の期間および場所の告示なら

びにその公表に関すること。 

キ 条例第８条第４項の規定による署名簿の署名等に関する異議の申し出の受

理に関すること。 

ク 条例第８条第５項の規定による異議の申出に関する決定等に関すること。 

ケ 条例第８条第６項の規定による異議についての決定および有効な署名者の

総数の告示ならびに署名簿の返付に関すること。 

コ 規則第５条第４項の規定による署名審査録の作成および保存に関すること。 

サ 規則第５条第５項の規定による署名等の証明の修正等に関すること。 

シ 規則第５条第６項の規定による署名数の記載等に関すること。 

 (2) 投票資格者名簿関係 

ア 条例第１１条第１項の規定による投票資格者名簿の調製に関すること。 

イ 条例第１１条第２項の規定による投票資格者名簿に登録されるべき投票資

格者が投票資格者名簿に登録されていないことを知った場合の投票資格者名

簿の登録およびその旨の告示に関すること。 

ウ 規則第７条第１項の規定による投票資格者名簿に登録されている者が選挙

権を有しなくなったことまたは市の区域内に住所を有しなくなったことを知

った場合に、投票資格者名簿にその旨の表示をすることに関すること。 

エ 規則第７条第２項の規定による投票資格者名簿に登録されている者の記載

内容に変更があったことまたは誤りがあることを知った場合の修正または訂

正に関すること。 

オ 規則第７条第３項の規定による投票資格者名簿からの抹消およびその旨の



５６ 

 

告示に関すること。 

(3) 投票関係 

ア 条例第１３条第１項の規定による投票日を定めることに関すること。 

イ 条例第１３条第２項の規定による当該投票日の告示に関すること。 

ウ 条例第１４条第１項の規定による投票所および期日前投票所の設置に関す

ること。 

エ 条例第１４条第２項の規定による投票所および期日前投票所の場所の告示

に関すること。 

オ 規則第９条第２項の規定による投票管理者の設置に関すること。 

カ 規則第１０条第１項の規定による投票管理者の職務を代理すべき者の選任

に関すること。 

キ 規則第１０条第２項の規定による投票管理者の職務を管掌すべき者の選任

に関すること。 

ク 規則第１１条第１項の規定による投票立会人の選任等に関すること。 

(4) 開票関係 

ア 規則第１８条第２項の規定による開票管理者の設置に関すること。 

イ 規則第１９条第１項の規定による開票管理者の職務を代理すべき者の選任

に関すること。 

ウ 規則第１９条第２項の規定による開票管理者の職務を管掌すべき者の選任

に関すること。 

エ 規則第２０条の規定による開票立会人の選任に関すること。 

オ 規則第２２条の規定による住民投票の成立または不成立の決定に関するこ

と。 

(5) その他  

   ア 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）、公職選挙法施行令（昭和２５年

政令第８９号）、公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第１３号）および

草津市公職選挙等執行規程（昭和５８年選管告示第５５号）の規定の例による

こととされていること。 

 付 則 

この規則は、平成２５年３月３１日から施行する。 

 

 

 

 



５７ 

 

草津市自治体基本条例 

平成２３年７月１日 

条例第１１号 

目次 

前文 

第１章 総則 

第１節 目的（第１条） 

第２節 条例の位置付け（第２条） 

第２章 市政の主体 

第１節 市民（第３条） 

第２節 議会（第４条） 

第３節 市長（第５条） 

第３章 市政の基本原則 

第１節 市民参加（第６条―第８条） 

第２節 情報公開（第９条―第１２条） 

第４章 市政運営 

第１節 総合計画（第１３条） 

第２節 執行体制（第１４条―第２２条） 

第５章 危機管理（第２３条） 

第６章 まちづくりにおける協働（第２４条・第２５条） 

第７章 国・他の自治体との関係（第２６条・第２７条） 

第８章 住民投票（第２８条・第２９条） 

第９章 条例の検証および改正（第３０条） 

付則 

前文 

草津市は、豊かな水と緑に育まれた人びとの営みと街道を舞台に繰り広げられた人び

との交流が織りなす歴史と文化がいきづくまちです。 

いま、さまざまな個性ある市民が、互いの存在と権利を尊重しあいながら、暮らしや

活動の中で力を合わせて連携し、その積み重ねによって「いてよかった」と実感できる

まちをつくること、それがわたしたちの目標です。 
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そのため、わたしたちはまちづくりの主体として、自ら必要と考えるまちづくりに協

働して取り組みます。また、主権者である市民は、草津市全体にとって必要な取組みを

地方政府である草津市に信託します。地方分権を踏まえ、市民の信託に応えうる、自立

し自律する「自治体」をつくり、次の世代に継いでいくことは、市民にとって重要な責

任と考えるからです。 

したがって、わたしたちは、ここに、市民のめざすまちづくりに応える地方政府とし

ての市の役割を明らかにし、市の基本原則としくみを規定した最も基本となる条例を制

定します。 

第１章 総則 

第１節 目的 

（目的） 

第１条 この条例は、草津市の市政における市民、議会および市長の役割を明らかにす

るとともに、市民の信託に応えるための基本原則としくみを定めることにより、自治

の確立を図ることを目的とする。 

第２節 条例の位置付け 

（条例の位置付け） 

第２条 市は、市政運営ならびに条例の制定、改廃、解釈および運用に当たっては、こ

の条例を基本としなければならない。 

２ 市は、法令の解釈および運用に当たっては、地方自治の本旨およびこの条例に照ら

して自ら判断しなければならない。 

第２章 市政の主体 

第１節 市民 

（市民の役割） 

第３条 市民は、互いの権利を尊重し、自らの権利を行使するに当たっては信義に従い

誠実に行うものとする。 

２ 市民は、まちづくりが自らの主体的な活動によって支えられていることを認識し、

これを尊重するものとする。 

第２節 議会 

（議会の役割） 
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第４条 議会は、市民の信託に基づく立法機能を備えた議事機関として市民の代表によ

って構成され、法令および条例の定めるところにより議決の権限を行使し、もって市

の意思決定を担うものとする。 

２ 議会は、開かれた討議を基本とし、その意思決定の過程を速やかに、かつ、わかり

やすく市民に明らかにするものとする。 

３ 議会は、市政の課題を提起し、政策の立案または提言を行うものとする。 

４ 議会は、執行機関の活動を監視および評価し、適正な行政運営の確保に努めるもの

とする。 

５ 議会は、前各項に規定する内容の充実を図るための法務および調査研究活動に努め

るものとする。 

第３節 市長 

（市長等の役割） 

第５条 市長は、市民の信託に基づく市の代表として、この条例の理念および制度を尊

重し、誠実に職務を遂行しなければならない。 

２ 市長は、毎年度の市政運営の方針を定め、これを市民および議会に説明するととも

に、その達成状況を報告しなければならない。 

３ 執行機関の構成員および職員は、市民の信託に応えるため、この条例の理念および

制度を尊重し、誠実に職務を遂行しなければならない。 

４ 執行機関は、市民の信託に応えるため、市政の課題を解決する組織力を高め、市政

を担う職員の人材育成に取り組まなければならない。 

５ 職員は、職務の遂行に必要な能力の向上に努めなければならない。 

第３章 市政の基本原則 

第１節 市民参加 

（市政への市民参加） 

第６条 市民は、市政に参加する権利を有する。 

２ 市民は、市政に参加しないことを理由として、不当な扱いを受けることはない。 

３ 市は、市民生活に影響を与える重要な条例の制定および改廃ならびに計画等の策定

および改訂をする場合においては、課題の発見、立案、実施、評価等（以下「政策過

程」という。）にかかる意思決定過程での早い段階から市民参加の機会を設け、市民
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の意見が適切に反映されるよう努めなければならない。 

（審議会等の設置） 

第７条 市は、審議会その他これに類する機関（以下「審議会等」という。）について、

その設置の目的等に応じ、委員の一部を公募することなどにより、幅広い市民が参加

できるよう努めなければならない。 

２ 審議会等においては、委員の意見が積極的に示され、議論によって意見が集約され

るものとし、市にその過程と結果が伝わるよう、時間の確保と運営に努めなければな

らない。 

（市民参加の確立） 

第８条 前２条に規定する市民参加に関して必要な事項は、別に条例で定める。 

第２節 情報公開 

（知る権利） 

第９条 市民は、市政に関する情報について知る権利を有する。 

２ 市は、市政に関する情報について、市民に説明する責任を負う。 

（政策過程全体の情報共有） 

第１０条 市は、市民に対し、市政に関する政策過程全体の情報を明らかにするよう努

めなければならない。 

２ 市は、市政に関する政策過程の各段階における正確な情報を速やかに、かつ、わか

りやすく市民に提供するよう努めなければならない。 

３ 市は、市民が市政に関する政策過程の各段階における情報に容易に接することがで

きるよう努めなければならない。 

４ 市は、審議会等の会議を、原則として公開しなければならない。 

５ 市は、審議会等の議事内容等を速やかに公開しなければならない。 

（情報の管理と公開） 

第１１条 市は、市政情報を適正に管理しなければならない。 

２ 市は、市民への説明責任を果たすため、市政情報を適正に公開するものとする。 

３ 市長は、市政情報の管理および公開の取扱いについて、審議または審査する機関を

設置する。 

４ 市政情報の管理および公開に関して必要な事項は、別に条例で定める。 



６１ 

 

（個人情報の保護） 

第１２条 市民は、自己の個人情報が適正に取り扱われる権利を有する。 

２ 市は、個人情報を保護し、適正に取り扱わなければならない。 

３ 市長は、個人情報の適正な取扱いについて審議または審査する機関を設置する。 

４ 個人情報の保護に関して必要な事項は、別に条例で定める。 

第４章 市政運営 

第１節 総合計画 

（総合計画） 

第１３条 市は、市政運営の最上位の計画として市民の参加を得て総合計画を策定し、

総合的かつ計画的に市政を運営しなければならない。 

２ 総合計画は、目指すべき将来像を定めた長期の基本構想と、基本構想の実現のため

の中期の基本計画によって構成する。 

３ 基本計画は、財政推計を踏まえ、事業によって構成される施策の体系をもつものと

する。 

４ 市は、市長の任期ごとに基本計画を策定する。 

５ 市の政策は、緊急を要するもののほかは、総合計画によるものとする。 

６ 市長は、総合計画の進捗を管理し、その評価を公表するものとする。 

７ 市は、総合計画を見直すことができる。 

第２節 執行体制 

（財政運営） 

第１４条 市長は、予算の編成および執行に当たっては、総合計画と連動させ、健全で

持続可能な財政運営を行わなければならない。 

２ 市長は、予算編成の状況および決算の状況を、わかりやすく公表しなければならな

い。 

（行政評価） 

第１５条 市長は、市政運営に反映させるため、毎年施策の評価を行い、これを公表し

なければならない。 

（執行体制の整備） 

第１６条 市長は、社会情勢の変化に対応するため、市民にわかりやすく、かつ機能的・
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効率的な執行体制を整備しなければならない。 

（行政運営の質の向上） 

第１７条 市長は、市民との協働による効果的な行政運営に努めなければならない。 

２ 市長は、組織運営、業務執行および人事体制の在り方の向上による効果的な行政運

営に努めなければならない。 

（法務原則） 

第１８条 市長は、条例、規則、訓令および要綱（行政委員会が定める規則、規程およ

び要綱を含む。以下この条および次条において「条例等」という。）について、法令

との関係を明らかにするとともに、この条例を基本として体系的に整備し、公表しな

ければならない。 

２ 市長は、条例等を整備するときは、その内容を明確にし、できる限りわかりやすく

しなければならない。 

３ 市長は、政策の目的を実現するため、次に掲げる法務を充実させなければならない。 

(1) 条例等の自治立法を積極的に行うこと。 

(2) 法令を自らの責任において適正に解釈し、積極的に運用すること。 

(3) 法令および条例等に関する情報の提供により、市民の活動に法務の側面から支

援に努めること。 

（法令遵守） 

第１９条 執行機関ならびにその構成員および職員は、市政の適正な運営のため、法令

および条例等を遵守しなければならない。 

２ 法令遵守に関して必要な事項は、別に条例で定める。 

（公益通報） 

第２０条 職員は、職務の遂行の公正を妨げ、市政に対する市民の信頼を損なう行為で、

市民全体の利益など公益に反する事実が生じ、またはまさに生じようとしているとき

は、これを通報するものとする。 

（行政手続） 

第２１条 市長は、市民の権利利益の保護を図るため、処分、行政指導および届出に関

する手続ならびに命令等を定める手続（以下「行政手続」という。）に関し、公正の

確保と透明性の向上に努めなければならない。 
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２ 行政手続に関して必要な事項は、別に条例で定める。 

（権利救済） 

第２２条 市長は、市民の権利利益の救済を図るため、行政手続に対する不服申立てに

関し、必要な措置を講じるものとする。 

第５章 危機管理 

（危機管理） 

第２３条 市長は、災害その他の非常の事態（以下「災害等」という。）に備え、市民

の生命、身体および財産を守るため、緊急時の対応と復旧に関する計画を策定すると

ともに、これを担う体制を整備し、情報の収集、訓練などを行わなければならない。 

２ 市長は、災害等における自助・共助の重要性に鑑み、自主防災組織等との緊密な連

携に取り組まなければならない。 

３ 市長は、災害等において、国、他の自治体等との連携・協力体制に基づき、市民へ

の迅速な支援ができるよう努めなければならない。 

４ 市民は、災害等の発生時に自らの安全確保を図るとともに、災害対応における市民

相互の連携・協力の重要性を認識し、協力するように努めるものとする。 

５ 市民は、市長に対して防災および救援に資する情報について、個人情報の適正な取

扱いの範囲内で、情報の提供を求めることができる。 

第６章 まちづくりにおける協働 

（市民との協働） 

第２４条 市がまちづくりに取り組むときは、市民との協働を基本とする。 

２ 市民および市は、協働によるまちづくりに必要な情報を共有するものとする。 

（協働の推進） 

第２５条 市長は、まちづくりにおける協働に関する基本的な事項を整備するものとす

る。 

２ 市長は、まちづくりにおける協働に関して市民の主体的な活動の重要性を認識し、

これを尊重するものとする。 

３ 市長は、前項の活動が広がるよう支援に努めるものとする。 

第７章 国・他の自治体との関係 

（他の自治体等との連携） 
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第２６条 市は、広域的課題および市政の課題の解決のため、他の自治体等との連携・

協調を図り、まちづくりを推進するものとする。 

２ 市は、国内外の自治体等との友好および相互理解を深めるため、交流に努めるもの

とする。 

（国・県等との関係） 

第２７条 市は、国、県等との適切な役割分担のもと、対等な関係を確立するものとす

る。 

第８章 住民投票 

（住民投票の実施） 

第２８条 市長は、市政に関する重要事項について、直接、住民（本市の区域内に住所

を有する者で別に条例で定める要件を備えるものをいう。以下同じ。）の意思を確認

するため、法律に定める以外の住民投票（以下この条および次条において「住民投票」

という。）を実施することができる。 

２ 市長は、一定数以上の住民から住民投票の実施の請求があったときは、住民投票を

実施しなければならない。 

３ 市長は、一定数以上の議員から住民投票の実施の提案が議会で行われ、その議決が

あったときは、住民投票を実施しなければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、住民投票に関して必要な事項は、別に条例で定める。 

（住民投票の尊重） 

第２９条 市は、住民投票の結果を尊重するものとする。 

第９章 条例の検証および改正 

（条例の検証および改正） 

第３０条 市は、この条例を実効性のあるものとするため、この条例に基づく市政運営

が行われているかを検証する制度を設けるものとする。 

２ 市は、この条例の目的をよりよく実現するため、改正の必要が生じた場合は、速や

かに改正しなければならない。 

付 則 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第８条、第１１条第４項中

市政情報の管理に関する部分、第２８条および第２９条の規定は、この条例の施行の日
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から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

付 則（平成２６年１２月２６日条例第４５号） 

この条例は、平成２７年１月１日から施行する。 
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